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伊万里市子ども第三の居場所きらら指定管理者募集要項 

 

 伊万里市では、伊万里市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第２条

に基づき、伊万里市子ども第三の居場所きららの指定管理者を募集します。 

 

１ 対象施設の設置目的 

伊万里市子ども第三の居場所きららは、児童福祉法（昭和２２年１２月１２日法

律第１６４号）並びに伊万里市子ども第三の居場所きらら条例に定める子どもの居

場所として、家庭での生活や学習等の環境に課題を抱える子どもに対して、生活習

慣の形成や学習のサポート、相談支援や関係機関へのつなぎを行うなどの総合的な

支援を実施し、子どもたちの将来の自立に向けて生き抜く力を育むことを目的とす

る。 

 

２ 対象施設の概要 

 （１）名 称  伊万里市子ども第三の居場所きらら（以下「きらら」という。）     

 （２）所在地  伊万里市立花町３３８２番地２ 

 （３）対象施設の開設日 令和７年２月２７日 

（４）施設規模 

敷地面積   １，２７１．７７㎡ 

建築面積     ３５２．９９㎡ 

 （５）施設構造 木造・鉄骨造 平屋建て 

 （６）施設内容  

玄関ホール・職員室・相談室・学習室・台所・食事室・倉庫・浴室・脱衣

室・便所・中庭（遊具）・プレイルーム・カームダウンエリア・駐車場 

１０台分 

 

３ 対象施設の現状 

（１）使用料 

伊万里市子ども第三の居場所きらら条例第８条に基づき、きららの利用料は

無料とする。 

（２）前年度利用実績 

指定管理料 利用者数 収入金額 

１４，４００千円 実人数：３８人 延人数：１，２８５人 ０円 

 （３）運営体制 

（ア）マネージャー（１日勤務平均５時間以上）：１名 

（イ）職員、ボランティア（１日勤務平均５時間以上）：２名 

（ウ）職員、ボランティア：３名 

  

４ 対象施設の管理の基準及び業務の範囲 

 （１）施設管理の基準 

① 休所日：日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び 
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１２月２９日から翌年１月３日まで 

② 利用時間：午前９時から午後６時まで 

 （２）管理運営方針 

 児童福祉法の規定に基づき、家庭での生活や学習等の環境に課題を抱える子

どもに対して、生活習慣の形成や学習のサポート、相談支援や関係機関へのつ

なぎを行うなどの総合的な支援を実施するというきららの設置目的を基本方

針とし、管理運営を行う。 

 （３）業務の範囲 

① 施設の利用の許可に関すること。 

   きららを利用しようとする者に対し、利用の許可を与えること。 

（利用を制限しなければならない場合がある。）    

② 設置目的を達成するために必要な事項に関すること。 

児童福祉法及び伊万里市子ども第三の居場所きらら条例の規定に基づき、

家庭での生活や学習等の環境に課題を抱える子どもに対して、生活習慣の形

成や学習のサポート、相談支援や関係機関へのつなぎを行うなどの総合的な

支援業務を行う。 

ア 子どもに対する生活習慣の形成及び学習の支援に関すること。 

イ 子どもに係る相談支援に関すること。 

ウ 子どもの自立のために必要な事業に関すること。 

③ 施設の使用に関すること（管理運営全般に関する事項）。 

ア 管理責任者及び防火責任者を配置し、その者の氏名を報告すること。 

イ 業務従事者に必要な研修を行い、その資質の向上に努めること。 

ウ 業務従事者に必要な健康診断を行い、利用者及び業務従事者の健康を害

さないよう努めること。 

エ 安全管理に十分配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全を図るとと

もに、利用者及び業務従事者の安全確保に努めること。 

オ 衛生管理に十分配慮し、常に快適に利用ができる状態の保持に努めるこ

と。 

カ 非常災害、事故等の緊急事態発生時に備え、具体的な対応計画を定め、

緊急時の連絡先等をあらかじめ市に報告するとともに、避難・救出その他

必要な訓練を定期的に実施すること。 

キ 利用者等からの意見・苦情を受け付け、問題等を解決すること。 

④ 施設の維持管理に関すること。 

ア 施設、設備、備品等の維持管理に関すること 

（ア） 軽微な修繕等の維持管理は、指定管理者が行うこと。 

施設の修繕を行った場合は、市に報告すること。 

（イ） 常にきららを清潔な状態の保持に努め、管理上発生した廃棄物につ

いては、適正な分別を行い、所定の場所に搬出するとともに、定期的

な清掃等を実施すること。また、利用者には、ゴミの持ち帰りを徹底

させること。 

（ウ） 市が指定管理者に貸与する備品は、善良なる管理者の注意をもって

管理すること。 
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（エ） 備品に付随する消耗品は、適時、補充又は交換すること。 

（オ） 施設賠償責任保険に加入すること。 

（カ） 貸与備品の車両に係る任意自動車保険及び自賠責保険に加入し、法

定自動車検査を受けること。 

イ 光熱水費等の支払に関すること。 

ウ 文書の管理に関すること。 

エ その他きららの維持管理に必要な業務については、市及び指定管理者で

別に協議して定める。 

なお、業務内容の全部又は主要な部分を第三者に対して委託し、又は  

請け負わせることはできない。 

⑤ 施設・設備の改修・整備 

設備の設置目的等を損なわない範囲で、原則、指定期間終了時に原状回復

することを条件に、指定管理者自らが自主的に施設・設備の一部を変更、改

修又は整備していただくことは可能。ただし、その場合は、市の承認が必要

とする。 

⑥ 指定管理者に係る権限 

ア きららの利用の許可及びその取消しの権限 

施設の利用の許可及びその取消しにあたっては、公正かつ透明な手続のも

とに実施すること。 

イ きららの利用の禁止又は制限の権限 

災害その他の理由により、施設の利用が危険であると認める場合などは、

利用を禁止、制限することができる。 

    

 （４）対象施設の管理運営に関し遵守すべき法令等 

① 地方自治法、伊万里市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条 

例、伊万里市子ども第三の居場所きらら条例、その他の関係法規に基づい 

て管理する。 

遵守法令等の改正により、本要項に提示する内容に変更が生じる場合は、 

改正した遵守法令等の内容に沿い対応すること。 

    ② 業務を通じて取得した個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に 

関する法律その他関係法令等に基づき適正に行うこと。  

 

５ 指定の期間 

   令和９年４月１日から令和１２年３月３１日（３年） 

 

６ 使用料の取扱い 

   伊万里市子ども第三の居場所きらら条例第８条に基づき、きららの利用料は無

料のため利用料金制は不採用とする。 

 

７ 申請者の資格 

 （１）法人若しくは団体であること。ただし、法人のうち株式会社、営利型の一般 

財団法人及び一般社団法人は除く。 
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 （２）法人若しくは団体の代表者が、次の事項に該当しないこと。 

① 法律を行う能力を有しない者 

② 破産者で復権を得ない者 

③ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により、本市における一般

競争入札等の参加を制限されている者 

④ 国税及び地方税を滞納している者 

⑤ 伊万里市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要領（平成１６年告示

第８１号）に基づく指名停止期間中である者 

⑥会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）第３０条又は民事再生法（平成１

１年法律第２２５号）第２１条の規定による更正手続又は再生手続の開始の

申し立てがなされている者（更生手続きの開始の決定又は再生計画の認可決

定を受けている者を除く。） 

 （３）法人若しくは団体の役員等が、次のいずれにも該当する者でないこと、およ

び次に掲げる者が、その経営に実質的に関与していないこと。 

① 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

② 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

③ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

④ 自己、自社又は第三者の不正な利益を図る目的若しくは第三者に損害を与

える目的をもって暴力団を利用するなどしている者 

⑤ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直

接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

⑥ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

⑦ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 （４）当該指定管理者の募集に係る公告を行った日現在、伊万里市内に営業所（法

人格を有しない場合は事業所等）を有するものであること。 

 （５）市長又は市議会議員が代表者又はこれに準じる地位にあるものとなっている

法人その他の団体でないこと。 

 

８ 指定管理者として遵守すべき事項、協力 

   市の公の施設として、当該施設の管理運営を行うにあたり、次の事項を遵守す

ること。 

 （１）平等・公平な取扱い 

     当該施設は、住民の福祉を増進させる目的をもってその利用に供するため

の「公の施設」であり、その利用に際しては、平等かつ公平な取扱いとする

こと。また、「正当な理由」がない限り、施設の利用を拒むことはできない。 

 （２）守秘義務 

     施設の管理を行うにあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏らす又は、

自己の利益のために使用することはできない。 

指定期間が終了した後も同様とする。 

 （３）個人情報の取扱い 

     指定管理者が行う公の施設の管理に係る個人情報の取扱いについては、個
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人情報の保護に関する法律その他関係法令等の規定が適用される。 

個人情報の取扱いに関する管理規定を定め、個人情報管理者を置くなど、

個人情報の保護対策を十分に行うこと。 

（４）情報公開への対応 

     当該施設の管理業務に関し、指定管理者から市へ提出していただいた書類

等は、伊万里市情報公開条例に基づく情報公開請求の対象である。 

また、指定管理者となった団体の運営方針や財務状況等については、積極

的に情報の公開に努めること。 

 （５）労働関係法令の遵守 

     指定管理者は、当該施設の管理業務に関し、業務に従事する者の労働に関

する権利を保障するため、次に掲げる法律の他、労働関係法令を遵守するこ

と。 

     労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、労働組合法、男女雇用機会均

等法、労働者災害補償保険法、雇用保険法、健康保険法、厚生年金保険法。 

 （６）防災・安全対策の実施及び非常時の危機管理体制の確立 

     利用者の安全などを確保するため、適切な防災・安全対策を講じること。

また、地震などの災害や事件などの危機事象発生時において、市をはじめ 

警察・消防等と連携をとりながら適切に対応できるよう、万全の危機管理体 

制を確立すること。 

 （７）人権研修の実施 

     指定管理者は、当該施設の管理業務に関し、業務に従事する者が人権につ

いて正しい認識をもって業務を遂行できるよう、人権研修を実施すること。 

 （８）環境問題への取り組み 

     地球規模の環境保全のため、市が取り組んでいる省エネルギー、省資源等

への取り組みに協力すること。 

 （９）市が実施する事業への協力 

     市の事業を当該施設において実施する場合には、当該事業への支援・協力

を積極的に行うこと。 

 （10）調査・報告への協力 

     当該施設に係る市、県、国等が実施する各種調査・報告に速やかに対応す

ること。 

  

９ 自主事業について 

   施設の設置目的等を損なわない範囲で、指定管理者自ら若しくは他団体との連

携により、自主的に事業を実施することができる。ただし、その場合、市と事前

に協議すること。 

 

10 業務関連の保険 

   利用者傷害保険及び指定管理者の業務上の瑕疵により生じる損害賠償に対処

できるような賠償能力を確保するため、適切な保険に加入すること。 
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11 指定管理料 

指定管理者には管理に関する経費を委託料として支払うものとする。また、そ

の支払いについては次のとおりとする。 

（１）支払い方法及び支払い時期 

   支払は前金払いとし、受託者からの正当な請求書を受領してから３０日以内に 

受託者の指定の口座に振り込むものとする。 

 （２）余剰金の精算、指定管理料の補填 

   ①余剰金の精算については、各年度における出納閉鎖までに行うものとする。 

   ②指定管理料の補填については、原則行わないものとする。 

    ただし、指定期間内において、経済情勢の著しい変動（物価高騰、最低賃金

の改定等）により運営に支障が生じるおそれがあるときは、伊万里市と指定

管理者が協議の上、指定管理料を変更（追加）するものとする。 

 

12 業務分担 

   指定管理者と市の主な業務分担は、次の「業務分担表」による。 

 

業務分担表 

項 目 業務内容 市 指定管理者 

施設の運営 

申請の受け付け及び利用許可に関すること 
○ 

（指示等） 
◎ 

施設の問い合わせ・案内に関すること 
○ 

（指示等） 
◎ 

広報に関すること ○ ◎ 

光熱水費等の支出に関すること  ◎ 

苦情対応 
施設利用者及び地域住民などからの苦情等対
応・処理 

 ◎ 

施設の維持 

清掃に関すること  ◎ 

安全衛生管理に関すること  ◎ 

修繕の対応に関すること ◎ 
○ 

（協議） 

物品管理 備品等の管理、保全に関すること  ◎ 

災害対応 

連絡体制の確保に関すること ○ 
（指示等） 

◎ 

被害等調査・報告に関すること ○ 
（指示等） 

◎ 

応急措置に関すること ○ 
（指示等） 

◎ 

包括的管理責任 
指定管理者による管理瑕疵を除く包括的管理
責任 

◎  

◎＝主たる業務を実施 〇＝一定の範囲内で業務を実施 
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13 指定管理者と市の責任分担 

   指定管理者は、管理運営及び維持管理にあたり、施設並びに附帯設備及び備品

等の貸付物品の現状を変更し、又は損壊若しくは破損したときは、市が指定する

日までに、原状回復するか損害の相当額を賠償することとする。ただし、施設等

の価値を高める又はやむを得ないときは、市の承認により原状回復や撤去等を不

要とする。 

   なお、指定期間中の指定管理者と市との責任分担（リスク分担）は、次の「リ

スク分担表」のとおりとし、市議会での議決を経た後に締結する基本協定に明記

する。 

また、リスク分担表における【物価の変動】については、個別に協議のうえ、

具体的な条件を定めて基本協定に明記します。 
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リスク分担表 

種類 内                容 

負担者 

市 
指定 

管理者 

資金調達 必要な資金確保   ○ 

金利 資金調達に係る金利   ○ 

安全性の確保・ 

環境の保全 
維持管理・運営における安全性の確保及び周辺環境の保全   ○ 

第三者賠償 維持管理・運営上の瑕疵において第三者に損害を与えた場合   ○ 

事業の中止・延期 

建物所有者の責任による遅延・中止 ○   

法令その他制度の変更等のために建物所有が 

困難になったことによる中止 
○   

事業者の責任（事業放棄、破綻等含む）による遅延・中止   ○ 

引継コスト 施設運営の引継コスト   ○ 

物価 物価の変動 協議 

維持・補修 

植栽の維持保全   ○ 

営業上の必要その他事業者の発意により行う 

施設・設備・外構の維持補修 
協議 

施設・設備・外構の保守（法定）点検   ○ 

施設・設備・外構の経年劣化による維持補修 ○   

事故・火災による施設・設備・外構の復旧 

（指定管理者の管理瑕疵を除く） 
○   

天災その他不可抗力による施設・設備の損壊復旧 ○   

法令改正により必要となった施設の維持補修 

（施設利用者の生命身体の安全確保を目的として施設の 

改修が必要となった場合） 

○   

天災その他不可抗力 大規模な災害等による事業中止等 協議 

※○印がリスク負担者。 
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14 提案内容等の遵守 

   提案内容に基づき市と協議して定めた業務及び指定管理者として遵守すべき

事項について、誠実に履行しない場合は、市がその履行を請求できるものとし、

市の請求に従わないときは、その事実を次回の指定管理者の候補者選定の評価に

反映する場合がある。 

 

15 募集要項の配布 

 （１）配布期間 

     令和８年８月３日（月）～令和８年８月１４日（金） 

     午前８時３０分～午後５時１５分 

     （ただし、土曜日、日曜日及び祝日などの閉庁日を除く） 

 （２）配布場所 

①来庁により受け取る場合 

    伊万里市役所 健康福祉部 こども家庭センター こども家庭相談係（１階） 

   ②インターネットにより受け取る場合  

    伊万里市役所のホームページに募集要項を掲載。 

 

16 申請の受付期間及び申請の方法 

 （１）申請書受付期間 

     令和８年８月３日（月）～令和８年９月２日（水） 

     午前８時３０分～午後５時１５分 

     （ただし、土曜日、日曜日及び祝日などの閉庁日を除く） 

 （２）申請書提出先 

    伊万里市役所 健康福祉部 こども家庭センター こども家庭相談係（１階） 

     ※郵送は不可。 

 

17 現場説明会 

   日時：令和８年８月１７日（月） 午後６時３０分から 

場所：伊万里市子ども第三の居場所きらら 

内容：施設内の概要説明及び指定管理者応募書類の記載に関する質疑応答等 

  ※応募を希望される団体は、現場説明会に必ず出席すること。出席されない団体

の応募資格はないものとする。 

  ※当日の配布資料等準備のため、８月１３日（木）までに、募集要項の最後に記

載している問い合わせ先まで電話等で連絡すること。ただし、連絡のない団体

の参加資格を制限するものではない。 

  

18 募集要項に関する質問 

 （１）受付期間 

     令和８年８月３日（月）～令和８年８月１９日（水） 

 （２）質問の方法 

     質問の趣旨を簡潔に文書、電子メール又はＦＡＸにて送付すること。送付

後は、受付に関するトラブルを回避するため送付後は必ず電話にて受領の確
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認を行うこと。 

   ①文書による場合 

     伊万里市役所 健康福祉部 こども家庭センター こども家庭相談係 

   ②電子メールによる場合 

     kodomokatei@city.imari.lg.jp 

   ③ＦＡＸによる場合 

     ０９５５－２２－３９７０ 

 （３）回答の方法 

     令和８年８月２４日（月）までに文書により回答する。 

 

19 申請に必要な提出書類 

 （１）指定管理者指定申請書（様式第１号） 

 （２）事業計画書 

    ①施設の管理運営を行うにあたっての運営方針 

    ②管理組織体制（役員名簿を含む） 

     支援の実施にあたり、下記ア、イの職員を配置すること。 

（ア）管理者（マネージャー）１名 

（イ）支援員３名以上 

※（ア）は、必ず常勤職員とする。 

※（イ）のうち１名以上は、必ず常勤職員とする。 

     なお、１名以上は、児童指導員、保育士、社会福祉士、精神保健福祉士の

いずれかの資格、教育職員免許法第４条に規定する免許状若しくは児童福

祉事業に２年以上従事していた経験を有する者を必ず置くこと。 

人員配置にあたっては、児童５人に対し１人以上の職員を目安に配置し、

利用児童がいる時間帯については、２名以上の職員を必ず配置すること。 

    ③年間の事業計画、スケジュール 

    ④施設の管理運営に係る収支予算書 

（人件費、事務費、事業費、管理費、事務経費等） 

    ⑤子どもの包括的な支援のための方策 

      （例：利用者アンケート調査の実施、運営委員会の設置） 

    ⑥利用者等の要望の把握及び実現策 

    ⑦利用者とのトラブルの未然防止策 

    ⑧個人情報の保護に関して講じる措置 

    ⑨緊急対策及び事故時の対策 

    ⑩他の事業所との連携に関する方策 

 （３）関係書類 

    ①定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

    ②団体の活動実績及び事業の収支を説明する書類 

      （貸借対照表、損益計算書、収支計算書等） 

    ③法人にあっては、法人登記簿の謄本（写し可） 

    ④納税証明書 

     法人の場合：消費税及び地方消費税、法人市民税、固定資産税 
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     団体の場合：代表者に係る市県民税、固定資産税、国民健康保険税 

    ⑤類似施設等の管理実績がある場合には、実績を記載した書類 

    ⑥誓約書 

（４）提出部数 

     １０部（正：１部、副：９部） 

 

20 今後のスケジュール（予定） 

   令和８年 ８月 ３日    公募開始・事業計画書等受付開始 

        ８月１７日    現場説明会 

        ９月 ２日    事業計画書等受付締め切り 

        ９月 中旬    健康福祉部指定管理候補者選定委員会 

       １０月 初旬    伊万里市指定管理候補者選定委員会 

       １０月 初旬    選定委員会選考結果に基づく交渉開始 

       １２月 議会    指定管理者の指定に係る議決 

令和９年 ３月 下旬    年度協定締結 

        ４月 １日    指定管理者による管理運営開始 

 

21 指定管理者の選定 

 （１）選定方針 

指定管理者には、伊万里市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する

条例第４条に基づき、本要項に定める選定の基準に照らしてきららの管理運

営を最も適正かつ確実に行うことができると認める者を選定する。 

 （２）審査方法 

  「指定管理候補者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）が、下記の

選定基準及び審査基準に基づいて、提案者からのプレゼン、提出された書類

等を審査し、最優秀提案者と次点者を選定する。 

     ただし、次の要件に該当する場合は、選定審査の対象から除外する。   

①提出書類に著しい不備があった場合 

   ②提出書類に虚偽の記載があった場合 

   ③関係法令に違反若しくは本要項から著しく逸脱した提案である場合 

   ④指定する申請受付期間を経過してから提出書類等が提出された場合 

   ⑤書類提出後に事業計画の内容を大幅に変更したことが明らかになった場合 

   ⑥その他不正行為があった場合 

 （３）選定基準 

ア きららの利用を希望する子どもに対し、適切な利用が確保されること。 

イ きららの効用を最大限に発揮させることができること。 

ウ きららの管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有

し、又は確保できる見込みがあること。 

エ 市民との協働等に関する取組みが定められていること。 
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（４）審査基準 

評価方針 評価項目 点 数 

適切な利用が確保される

ような管理を行うための

方策 

適切な利用を図るための具体的手法及

び期待される効果 １０ 

施設の効用を最大限発揮

するための方策 

施設の設置目的及び管理方針の理解 

３０ 

サービスの向上を図るための具体的手

法及び期待される効果 

施設管理の具体性及び実現の可能性 

魅力的な提案の有無 

適正な管理業務の遂行を

図ることができる能力及

び財政基盤に関する事項 

申請者の実績（類似事業の運営実績） 

４０ 

安定的な運営が可能となる人的能力 

安定的な運営が可能な財政的基盤 

申請者の安定性、信頼性 

申請者の取組み姿勢 

管理に係る経費の縮減に

関する方策 

施設の管理運営に係る経費 

１０ 委託料の額：1位の額を 10点とする 

評価点 10‐10×（提案額‐1 位の額）/1 位の額 

市民との協働等に関する

事項 

市施策との整合 

・福祉、環境等への取組み 

市民との協動 

・関係団体、ボランティア団体等との

連携 

１０ 

 

 （５）提案があった事業計画書等の説明 

     選定委員会は、審査の必要に応じて、応募団体等から直接、提案があった

事業計画についての説明（プレゼンを含む）を求める。この場合、事前に  

選定委員会に出席を求める旨を法人等に通知する。 

 （６）審査結果 

     選定委員会の審査結果については、応募のあった法人等に書面で通知する

とともに、審査結果の概要を伊万里市のホームページで公表する。 

     このうち、最優秀提案者と次点者については、応募法人等の名称も併せて

公表する。 

 （７）指定管理候補者の選定 

     選定委員会の審査結果に基づき、最優秀提案者を指定管理者の候補者とし

て選定する。 

     なお、最優秀提案者に事故等があるときは、次点者を指定管理者の候補者

として選定し、次点者にも事故等があるなど、特別の理由があるときは、応

募のあった法人等の中から、指定管理者の候補者を選定することがある。 

（８）提案額の上限及び選定の除外について 

応募事業者の提案金額（事業計画書等に記載された管理運営経費等）が、

当市が設定する想定予算の上限を大幅に超える場合は、審査の対象外、また
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は指定管理候補者の選定対象から除外するものとする。 

（９）候補者選定後における協議及び選定の取消について 

・金額等の変更協議 

指定管理候補者に選定された後であっても、仕様書等に記載した事業内容

や金額（指定管理料等）について、当市と候補者との間で変更の協議を行う

ことがある。 候補者はこの協議に誠実に応じるものとする。 

・選定の取消し 

上記の変更協議において、両者の合意が整わない場合、または指定管理候

補者が正当な理由なく協議に応じない場合は、指定管理候補者としての選定

を取り消すことがある。 なお、選定が取り消されたことにより事業者に損

害が生じた場合であっても、当市はその賠償の責を負わないものとする。 

 

22 指定管理者の指定 

   市は、指定管理者の候補者を、市議会での議決を経た後に、指定管理者として

指定する。 

 

23 協定の締結 

   管理運営に関する具体的事項については、市と指定管理者が協議を行った上で、

基本協定を締結する。また、令和９年度から令和１１年度まで単年度ごとに協定

を締結する。 

 

24 その他 

 （１）応募に関する費用負担 

     事業計画書等応募に係る費用はすべて応募者の負担とする。 

     （公的機関より発行される諸証明等手数料を含む） 

 （２）複数事業計画提出の禁止 

     一応募者につき、提出できる事業計画書は一つとする。 

 （３）事業計画書の再提出等の禁止 

     提出期限後の提出書類の再提出及び差し替えは原則として禁止する。 

     ただし、提出期限前であれば代表者の申し出により認めることができる。 

 （４）事業計画書の複製（コピー等） 

     提出された事業計画書等は伊万里市が審査を行うために必要があるとき

は、その事業計画書等をコピーし、又は、審査票等の作成のため引用、加工

することができるものとする。 

 （５）事業計画書等提出書類の返却 

     応募者より提出された事業計画書等の提出書類は返却しない。 

 （６）市への損害の賠償請求 

     伊万里市は、応募者による事業計画等が採用されない場合、また、指定管

理者の候補者として議会の否決を受けた場合においては、応募者が被る損害

についてその責を負わない。 

 （７）指定管理者への指定の取り消し 

     下記に該当する場合、指定管理者への指定を取り消すことがある。 
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     ①指定管理者が、正当な理由なくして協定の締結に応じないとき 

     ②指定管理者が、協定の締結までに、事業の履行が確実でないと認められ

るとき又は著しく社会的信用を損なう等により指定管理者として相応

しくないと認められるとき 

 （８）市への損害賠償 

     前項（７）の事由により指定管理者への指定を取り消された場合は、市に

生じた損害を賠償しなければならない。 

 

25 問い合わせ先 

   〒８４８－８５０１ 

    伊万里市立花町１３５５番地１ 

    伊万里市役所 健康福祉部 こども家庭センター こども家庭相談係 

    電話 ０９５５－２３－２１８３（直通） 
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様式第 1号（第３条関係） 

令和  年  月  日 

 

伊万里市長 様 

 

申請者 住所 

団体名称 

代表者名          印 

電話番号 

 

 

指定管理者指定申請書 

 

 

地方自治法第２４４条の２第３項に規定する公の施設の指定管理者の指定を受け

たいので、伊万里市公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例第３条の規

定により、関係書類を添えて申請します。 

 

 

１ 公の施設の名称 

 

 

２ 添付書類 

 （１）事業計画書 

 （２）その他関係書類 

 


